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３．１．２ 統合処理によるプレート構造調査研究及びデータ保管 

 

(1) 業務の内容 
(a) 業務の目的 
 新たに設置される中感度稠密地震観測データと、首都圏内において深さ 3000m の基盤岩に

達する深層地震観測を含む既存の高感度地震観測データとの統合処理を行い、自然地震波形

データベースを構築・保管すると共に、高精度震源・メカニズム解決定に基づく地震クラス

ターの分類、３次元地震波速度・減衰構造、地震波形解析に基づくプレート境界面形状及び

浅部地震基盤構造を明らかにし、首都直下におけるプレートモデルを構築する。 

 
(b) 平成 22 年度業務目的 
1) 国立大学法人東京大学地震研究所に集約される中感度稠密地震観測データを防災科学
技術研究所地震研究部地震観測データセンターに転送し、基盤的地震観測網データと統合

的に処理を行い、本プロジェクトの研究基盤となるデータベースの維持及び保管を継続し

て行う。 
2)相似地震活動や群発地震活動の高精度相対震源決定処理により地震クラスターの特徴を
解析するとともに、関東地域における広域三次元地震波速度構造トモグラフィー解析を進

め、減衰構造トモグラフィーの高度化にむけた手法開発、後続波等を用いたプレート境界

性状解明に向けた解析を行う。また、これまで開発した手法に基づき、中感度地震計設置

方位推定値の検証を行う。 
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(2) 平成 22 年度の成果 
(a) 業務の要約 
1) 国立大学法人東京大学地震研究所に集約される中感度稠密地震観測データを防災科学
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技術研究所地震研究部地震観測データセンターに転送し、基盤的地震観測網データと統合

的に処理を行い、本プロジェクトの研究基盤となるデータベースの維持及び保管を継続し

て行った。 
2) 相似地震活動や群発地震活動の高精度相対震源決定処理により関東地方西部の地震ク
ラスターの特徴を解析するとともに、関東地域における広域三次元地震波速度構造トモグ

ラフィー解析を進め、減衰構造トモグラフィーの高度化にむけた手法開発、後続波等を用

いたプレート境界性状解明に向けた解析を行った。 
また、これまで開発した手法に基づき、中感度地震計設置方位推定値の検証を行った。 

 

(b) 業務の成果 
1) サブテーマ① 基盤的地震観測網データとの統合処理による自然地震波形データベー
ス構築および保管 

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト（以下首都直下プロジェクト）において各観

測点において観測された波形データは地震研究所に集められたのち、防災科学技術研究所

（以下防災科研）に転送され蓄積される。本年度も、本プロジェクトの研究基盤となるデ

ータベースの維持および補完を引き続き行った。それに伴い、構築された蓄積システムの

維持を行うとともに、データ量の増加による処理サーバおよび HDD の増設を行った。 
首都直下プロジェクトにおける観測点数は最終年度で 296 台を計画しており、首都直下

プロジェクトのデータ収集においては、大学間の地震波形データが流れている JDXnet を
用いている。首都直下データの収集を円滑に進めるため、受信部においてデータが正常に

流通しているかどうかを確認している。その状態は Web 上で閲覧することができる(図 1)。
この図から、データは安定的に配送されていることがわかる。なお、1 日周期でデータ量
が増減しているが、これは社会活動に起因する人為的ノイズレベルの増減を示している。

データ量のピーク付近で、若干の減少が見られるが、これは昼休みを示している。また、

時折多少のスパイク的な変化が見られるが、これは有感地震等が発生したことによるデー

タ量の増加に伴う変化である。その影響は、通常は一時的なものである。 
つくば WAN を経由して送られてきたデータは、サーバ上に蓄えられるがデータ量の増

加によって処理が大量になったため、HDD を増設した。今年度設置した機器は、昨年度

構築したシステムと接続され処理の一部を担当している。 
 
2) サブテーマ②プレート境界性状解明 
a) 関東地方西部の相似地震の詳細分布 

i) はじめに 
首都圏直下には相模トラフよりフィリピン海プレートが沈み込み、1923 年関東地震、房

総スロースリップイベント等のプレート境界現象が発生する場となっている。さらに深部

では相似地震が見出され、プレート境界の性状解明に役立てられている。一方、関東地方

西部では、フィリピン海プレートが本州弧に衝突することが知られており、伊豆弧の上部

地殻が剥離し本州弧に衝突付加する構造が明瞭にイメージングされている (Sato et al., 
2005; Arai et al., 2009)1)2)。 
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相似地震とは、波形の相似性が極めて高い地震のグループで、ほぼ同じ場所・発震機構

で発生したと考えられる。関東東部では、ほぼ一定の規模・間隔で繰り返す相似地震が多

数見出され(図 2)、プレート境界に分布すること、およびプレート境界型の発震機構解を有
することからプレート境界上の安定すべり域に囲まれた微小なパッチでの破壊の繰り返し

と考えられている(Kimura et al., 2006)3)。詳細な震源決定より、関東東部の相似地震は明

瞭な面状分布を示すことが明らかとなっている(図 3、Kimura et al., 20084))。それぞれの
相似地震グループに注目すると、個々の相似地震は地震の規模から推定される断層サイズ

内に分布し、同一の断層での破壊の繰り返しと考えられる。これに対し、関東西部で発生

する相似地震は短い期間にバースト的に発生するという特徴を持つ(図 2)。発震機構解は非
スラスト型で、プレート内部で発生したと考えられる。 
バースト型相似地震は、東北日本沈み込み帯、カリフォルニア、および台湾等で見出さ

れている(Igarashi et al., 2003; Templeton et al., 2008; Chen et al., 2009)5)6)7)。これらの

相似地震は、近傍の地震あるいはスロースリップイベントによって誘発される傾向が見ら

れる(Igarashi et al., 2003; Templeton et al., 2008)5)6)。また、カリフォルニアの相似地震

は地震発生領域の下限に沿って分布する特徴がある。バースト型相似地震は、プレート境

界から派生した分岐断層等の既存の弱面で発生する(Igarashi et al., 2003)5)、あるいはバ

ースト型相似地震が発生する条件として相似地震発生場の岩石組成、物理的性質・状態等

に依存する(Templeton et al., 2008)6)とする解釈などがある。しかし詳細は十分明らかで

はない(Chen et al., 2009)7)。そこで、バースト型相似地震の発生メカニズムの解明に資す

るため、関東西部の相似地震を詳しく調べた。 
関東西部では、山梨県東部から神奈川県西部にかけての領域で地震が多数発生する(図

4)。微小地震の発生域は 1923 年関東地震の震源域と一部重なる。1923 年関東地震の震源
域と重なる領域では地震の発生数がやや少なく、これより西で発生数が多いという特徴の

違いがある。 
ii) データおよび手法 
 詳細な相似地震活動を明らかにするため、既存の結果 (Kimura et al., 2006; 木村、
2010)3)8)に加えて、解析の下限を M1.0 まで下げて相似地震解析を行った。震源リストお
よび地震波形データは防災科研の旧関東東海観測網および Hi-net による。解析手法および
相似地震と判定する条件は  Kimura et al. (2006)3) と同じである。すべり量は Nadeau 
and Johnson (1998)9) によるモーメントとすべり量の関係を用い相似地震のグループ毎
に平均すべり速度を求めた。相似地震の詳細分布を明らかにするため、2002 年 9 月以降
の期間について Double Difference (DD) 法(Waldhauser and Ellsworth, 2000)10)により

震源決定を行った。 
iii) 結果および考察 
 解析の結果、67 グループ、167 イベントの相似地震が抽出された。得られた相似地震に
は、平均繰り返し間隔 1 年以上の定常型に近い相似地震も見出された。また、低角逆断層
型の相似地震も見られた。定常型に近い相似地震は低角逆断層型の発震機構解を有する傾

向がある。グループごとのすべり速度は最大で 1.2 cm/y、速い方から 10％のすべり速度
R10 (木村他, 200911))は 0.8 cm/y と推定された。 
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 高精度震源決定の結果を図 5・6 に示す。鉛直断面を見ると、震源分布の深さ方向の広
がりは約 10km になる(図 6)。赤丸で示した相似地震は、地震発生領域の上限および下限
に沿って分布する。一方、地震発生領域の内部でも少数の相似地震が見られる。高精度震

源決定により得られた震源要素を元に、相似地震の B-B’に沿った断面に投影した発震機構
解を図 6 にあわせて示す。低角逆断層型の相似地震は、地震発生領域の上限および下限に
沿って分布する。特に、上限の逆断層型相似地震の分布は面状分布を示し、その分布の傾

きは発震機構解の低角な節面の傾きとほぼ同じである。 
iv) 結果および考察 
 バースト型相似地震が発生する原因として、近傍の中規模地震あるいはスロースリップ

イベントによるトリガー(Igarashi et al., 2003; Templeton et al., 2008)5)6)、また花崗岩領

域で多数見られることから花崗岩領域で定常すべりが起きにくくバースト型になりやすい

可能性が議論されている(Templeton et al., 2008)6)。伊豆衝突帯では海洋性島弧地殻が沈

み込むため脱水がなくプレート間の剪断強度が高く衝突境界となるモデルが提案されてい

る(Seno, 2008)12)。また、この領域の地震はフィリピン海プレートから剥離し衝突付加し

た伊豆・小笠原島弧の上部地殻より下に分布する(図 7、Arai et al., 20092))。このように、
関東西部の相似地震の発生場は、通常の海洋性プレートが沈み込む場合のプレート境界と

比べて岩石組成も発生域も異なる。このような岩石組成、地震の発生場・発生様式の違い

が、茨城県南西部における定常型相似地震の鋭い面状分布(図 3、Kimura et al., 2008)4)

および山梨県東部におけるバースト型相似地震の深さ方向に幅を持って分布、といった発

生様式の違いの原因となっている可能性がある(図 8)。 
 相似地震の発震機構解に注目すると、地震発生帯の上限に沿って低角逆断層型の相似地

震が分布する。これより、この面に沿ったすべりが示唆される。関東西部の相似地震から

推定されるすべり速度はフィリピン海プレートの運動速度に比べて低速である。これは、

1923 年関東地震震源域が固着しているため、このすぐ西に位置することから、固着の影響
を受けている可能性がある。周辺の現象に着目すると、Seno (2005)13) は伊豆半島下にデ
タッチメント断層を推定している。また、2007 年 10 月 1 日、神奈川県西部で M4.9 の低
角逆断層型の地震が発生した。武田・行竹(2008)14) は余震の詳細分布を決定し、低角な節
面が断層面に相当し、伊豆島弧とフィリピン海プレートとの間に力学的境界が存在してい

るとすると、この地震はこの境界で発生したことを示した。深さは 13.9km と決定された。
この地震は山梨県東部・神奈川県西部の地震の多発地帯の南に位置し、詳細決定した震源

分布と比較すると、この深さはその上面とほぼ一致する。これらのことから、伊豆半島下

のデタッチメント断層、神奈川県西部の M4.9 の地震、および山梨県東部・神奈川県西部
の地震多発帯の上面に沿う面ですべりが発生している可能性が考えられる。しかし、デタ

ッチメント断層の深さは 15～20km とやや深く、詳細な関係は今後の課題である。 
 

b) 関東地域東部の相似地震発生域における高速度異常 
 関東地域の下には、南からフィリピン海プレートが、東から太平洋プレートが沈み込ん

でいる。これらの海洋性プレート最上部の低速度海洋性地殻がイメージングされている

(たとえば Matsubara et al., 2005)15)。防災科研 Hi-net で観測・読取されたデータを用
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いて関東地域のトモグラフィーの再解析を行った。解析領域は、関東地域を含む東経 138
～141°、北緯 34.5～37.5°、深さ 0～200km である。手法は、Zhao et al. (1992)16)

にスムージングや観測点補正値の計算を取り入れた手法(Matsubara et al., 2004; 
2005)17)15)である。分解能は水平方向が 0.1°(約 10km)、深さ方向が 10km である。 
 首都直下観測網(MeSO-net)では、神奈川県藤沢市から茨城県つくば市にかけて稠密な
観測がなされている。その約 20km 北西の断面を図 9 に示す。関東地域東部の深さ 15～
40km には、茨城・千葉県境付近に北側の高速度域と南側の低速度域の境界が存在するこ

とが分かる。この境界は、日本海拡大時に反時計回りに回転した東北日本弧の南端と考え

られている利根川構造線（高橋, 2006）18)と一致する。利根川構造線よりも南側には、日

本海拡大に伴う東北/西南日本弧間堆積盆が存在すると考えられ、低速度領域であることと

調和的である。 

 北西-南東（九十九里～茨城県南西部）断面を図 10 に示す。利根川構造線付近に高/低
速度領域の境界が存在することが分かる。しかし、深さ 40km 以深のフィリピン海プレー
ト上面の相似地震活動は、利根川構造線の直下からさらに北西に約 20km 離れた領域から
北西側に向けて存在する。阿武隈・八溝・筑波山地の東側には 18～16Ma の前期中新世に
おいて火山フロントが存在し、その後、現在の位置まで徐々に西進して行った（高橋, 2008）
19)。この 18～16Ma における火山フロントと相似地震活動の始まる位置は一致する。これ
らのことから、昔の火山フロントの残渣のウェッジマントルに高速度な物質が存在し、そ

の領域と高速度なフィリピン海プレートが接触する部分で地震活動が活発となり相似地

震が起こっていると考えられる。 

 九十九里～茨城県南西部の約 20km 北東側の北西-南東の断面では、最上部の海洋地殻

が相模トラフから連なる低速度領域として深さ 40km 程度まで、その下の高速度マントル
部が深さ 60km 程度まで沈み込んでいる様子がわかる（図 11）。利根川構造線付近から北
西側ではフィリピン海プレート最上部の低速度領域が不明瞭になり、フィリピン海・ユー

ラシア両プレートの高速度領域の接触部における相似地震活動が活発になっている。この

領域は、上述の古い火山フロントの西側の領域にあたるため、相似地震活動の始まる位置

と利根川構造線が一致していると思われる。 

 後続位相の解析からフィリピン海プレート最上部の低速度層は群馬県付近まで達して

いる（Hori, 1990; Hori, 2006）20)21) と考えられる。そのため、浅い領域である相似地

震活動領域にも低速度海洋地殻が存在すると考えられるが、トモグラフィー解析では不明

瞭である。これは、フィリピン海プレートの海洋地殻の一部は陸側の地殻にアンダープレ

ーティングして薄くなっていると考えられる。 

 

c) 関東地域減衰構造トモグラフィー解析手法開発 
 関東地域の下には南からフィリピン海プレートが、東から太平洋プレートが沈み込み、

複雑な構造をなしている。関東地域における地震の揺れに対する防災・減災のためには、

揺れの大きさに影響を与える地震波の振幅を精度良く推定する必要がある。さらに、地震

の規模を示すマグニチュードを精度良く決めるためにも、三次元減衰構造を推定すること

は重要である。 
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 観測点が稠密に存在し、地震も多い場所における解析には、地震波トモグラフィー法が

用いられる。これまで、関東地域における減衰構造については、Sekiguchi (2001)22)や

Sekine (2005)23) 等の結果が得られている。速度トモグラフィー法については、Zhao et al. 
(1992)16) にスムージングや観測点補正値の計算を取り入れた手法 (Matsubara et al., 
2004; 2005)17)15) 等が用いられている。減衰構造の推定のために、この速度トモグラフィ
ー法における速度インバージョンを減衰構造インバージョンへの変換を行った。 
 本手法では、あらかじめ推定された三次元速度構造を用いて精度のよい波線経路を推定

する。さらに、細かいグリッドを配置すると同時に、解の安定化のためスムージングを導

入する。このことにより、分解能の高い結果に加え、減衰しやすい領域、しにくい領域の

位置をより精度良く把握できるモデルが得られる。インバージョンとしては、仮定した減

衰構造を元に地震波の理論振幅を計算し、観測振幅との差を残渣として当該波線経路に残

渣を分配し、多くの波線から得られる残渣と調和的になるように減衰構造を推定する。 
 本手法を稠密な MeSO-net のデータに適用することにより、詳細な減衰構造が得られる
と期待される。 
 

d) MeSO-net で見た房総半島下の地震のプレート境界変換波および変換面形状の推定 
i) はじめに 
 首都圏直下で発生しうる M7 クラスの地震の全体像を探るため、詳細な地下構造を明ら
かにすることは重要である。関東地方では、フィリピン海プレートが沈みこみ、1923 年関
東地震(M7.9)が、その翌日に房総沖で 1923 年関東地震の最大余震(M7.5)が発生した(図
12)。また、房総沖ではスロースリップイベントが平均 6 年間隔で繰り返し発生すること
が知られている。さらに、フィリピン海プレート上面で多数の相似地震が見出されている。

これらの現象の発生する場を明らかにすることは、その発生メカニズムを解明する上で重

要である。 

 地下の速度不連続について、自然地震の後続位相は有用な情報を与えてくれる。房総半

島沖の相似地震より深い地震の波形記録には、P 波と S 波の間に到達する位相がしばしば
見られ、多数の波形記録の詳細な検討によりフィリピン海プレート最上部に分布する火山

性砕屑物・火山岩層(以下、VCR 層とする)での変換波に同定されている(Kimura et al., 
2010)24)。防災科研の高感度地震観測網で捉えられた変換波、詳細震源決定の結果、およ

び深部反射法構造探査を組み合わせることにより、相対比較を積み重ね、房総半島沖の相

似地震の詳細な発生場が明らかにされた(Kimura et al., 2010)24)。これにより、底付け

作用と呼ばれる、沈み込むプレートの最上部がはがれ、上盤側に付加する現象が進行して

いることが明らかとなった。現在活動的なプレート境界を表す相似地震が VCR 層下面に
沿って分布することから、VCR 層が沈み込むフィリピン海プレートの本体からはがれつつ
あり、上盤側に底付けしつつあると言える(図 13)。その海溝側では房総スロースリップイ
ベントが平均 6 年間隔で繰り返すことから、底付け作用の進行が間欠的であることが示唆
された。 

 近年になって首都圏に稠密な地震観測網、MeSO-net が整備され、観測期間は短いもの
の、観測点が密なことから位相の追跡が容易であり、後続位相の明瞭な観測事例が報告さ
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れている(酒井他, 2008)25)。MeSO-net で観測された後続位相を詳細に検討したところ、
上下動成分において、フィリピン海プレート上面で発生した地震では P 波と S 波の間に 1
つ、これより深い地震で 2 つの位相が明瞭に認められた(図 14)。前年まで、これらの位相
の起源を検討するため関東平野の基盤構造および房総半島沖の地下構造に基づき走時計

算を行ってきた。その結果、前者は堆積層基盤、後者は堆積層基盤および VCR 層下面で
励起された SP 変換波として説明でき、既存研究と同一の位相を MeSO-net で確認でき
た。さらに、VCR 層下面の SP 変換波を詳しく見ると、到達時刻より約 0.5 秒 遅れて別
のパルスが認められる。これは、VCR 層上面での SP 変換波とすると走時が再現された。
そこで今回は、地殻構造に関する情報をさらに抽出するため、この位相の到達時刻の空間

的な変化について調べ、変換面の形状を推定した。 

ii) MeSO-net で見られる後続位相 
 房総沖の深さ 50km の地震について、SP 変換波の観測走時と理論値を比較した結果を
図 15・16 に示す。比較には、表層の影響を相殺するため P 波との走時差を用いた。房総
半島南東部では、理論走時と観測走時がほぼ一致したが、房総半島中央部から西部と西側

の観測点ほど直達 P 波からの後続位相の到達時刻が徐々に早くなり、理論値とのずれが次
第に大きくなる傾向が見られる。理論値とのずれは最大で -1.9 秒に達する。 
iii) 構造モデル推定 
 房総半島東部では観測走時と理論走時がほぼ一致するにも関わらず半島中西部におい

て両者に差が見られることから、少なくとも房総半島南東部の構造がそのまま房総半島中

西部まで連続している訳ではないと言える。そこで、後続位相が VCR 層下面での SP 変換
波であるという前提に基づき、このような観測走時を説明できる地下構造モデルを推定し

た。推定は試行錯誤的に行い、以下のようなケースを検討した。まず、(1)フィリピン海
プレートの構造を 5、10、15、20 km 深くした構造により走時を計算し、観測値と比較
した。次に、(2)房総半島東岸の深さ 18km を中心に南北方向を軸として 10、20、30、45、
60 度回転させた構造モデルについて同様の解析を行った。 
 なお、初期構造モデルは以下のように作成した。速度構造は Hi-net のルーチン処理で
用いられる構造を参考に作成し、さらに深部反射法構造探査によりフィリピン海プレート

の表層にイメージングされた VCR 層(Kimura et al., 2009; Kimura et al., 2010) 24)26) を

加えた。また、関東平野を厚く覆う堆積層の影響を評価するため、MeSO-net E.DD15 観
測点(センサー標高 75m)と、近接した Hi-net 中深層観測点(養老、N.YROH：センサー
標高 -1920m、観測点間距離は 2.3 km)での P 波および S 波の到達時刻を比較した。ほ
ぼ直下で発生した M5 クラスの地震の波形例を図 17 に示す。記録を比較すると P 波初動
および S 波初動の波形はよく似ている。P 波および S 波の到達時刻の差を複数の地震で平
均すると、E.DD15 で N.YROH より平均でそれぞれ 1.0 秒、2.7 秒遅れる。そこで 1
次元速度構造を仮定し観測点間距離を考慮して、センサー標高および走時の差から表層の

平均的な Vp および Vs を推定したところ、それぞれ平均 1.9 km/s、0.7 km/s と見積も
られた(Vp/Vs 比は 2.7)。そこで構造モデルの表層部に、これらの速度を有する堆積層を
追加した。基盤深度は鈴木(2002)27)および林他(2006)28)による MeSO-net 房総測線直下
での基盤深度を東西方向に延長した。前述したように、地下の地震波速度不連続面で励起
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された SP 変換波は観測点直下では P 波として進行するため、直達 P 波との走時差をとる
と表層の影響が相殺されると期待される。そこで、直達 P 波との走時差を比較した。走時
計算は Zelt and Barton (1998)29) による差分法走時計算プログラム FAST を用いた。 
iv) 結果および考察 
 解析の結果、(1)では 10km、(2)では 45 度傾けた時に P 波と SP 変換波の走時差の残差
2 乗和 (S) が最小となった。両者の S を比較すると、後者が小さく、観測値が良く説明
される。以上より、VCR 層下面からの SP 変換波とみられる位相の走時を説明するには、
西に傾斜する変換面が適当であると言える。このような構造変化があると地震活動にも影

響を与えている可能性がある。そこで周辺の活動と比較すると、傾斜の推定された領域は

相似地震活動域の西端と一致する。また、南方延長が 1923 年関東地震および最大余震の
震源域の境界に重なり、このような構造変化がセグメント境界として機能している可能性

がある。一方、今回の解析では VCR 層下面で励起された変換波を用いたことから、推定
された変換面は VCR 層下面の形状変化を見ており、VCR 層の層厚変化が捉えられた可能
性もある。VCR 層を含めたプレート境界構造の空間変化も考慮しつつ、今後さらに検討が
必要である。 

 

3) サブテーマ③ 地震計設置方位推定 
a）MeSO-net 観測点設置方位の推定 
観測された地震波を用いてプレート境界の位置や境界付近の性状を推定する場合、水平

動２成分の記録から動径方向（radial）成分とそれに直交する成分（transverse 成分）を
適切に合成することが重要となる。しかし、MeSO-net のような孔底設置型の地震計の場
合、水平動２成分の設置方位を目視確認することは非常に困難であり、全ての観測点で明

確な設置方位情報が得られているとは必ずしも言えない。これまで、MeSO-net 観測点建
設の進展に伴い、観測された遠地地震動の長周期成分を用いた設置方位推定を行ってきた

(汐見他, 2009)30)。今年度は、設置方位推定結果の評価方法を見直すともに、新たな観測記

録を追加し、2010 年末までに整備された MeSO-net 観測点の水平動地震計の設置方位の
推定を行った。 
昨年度までと同様、MeSO-net 観測点に近接する防災科研 F-net/Hi-net で観測された遠

地地震波形を基準波形とし、MeSO-net 観測点で得られた波形との相関係数を求めること
で設置方位の推定を行った。本解析では、MeSO-net および基準として用いた防災科研
F-net / Hi-net とも、観測された波形を変位波形に変換した後、50 秒から 100 秒の帯域通
過フィルタを適用した。F-net/Hi-net 観測点については、各観測網のホームページ記載の
設置方位情報(防災科研、広帯域、高感度地震観測網ホームページ)31)32)を用いて南北およ

び東西成分の波形を合成し、基準波形とした。解析に用いた地震の一覧を表 1 に示す。こ
こで、灰色で表示されている地震が、今年度、新たに解析に追加したものである。なお、

震源情報は米国地質調査所（USGS）による速報カタログに依った。 
MeSO-net 観測点から約 20 km 以内に存在する F-net/Hi-net の観測波形を抽出し、

MeSO-net での観測波形を 1 度ずつ回転させながら、F-net/Hi-net 変位波形に対する相互
相関係数を計算した。昨年度までは、各 MeSO-net 観測点において、地震ごと観測点ごと
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に計算された相互相関係数の重み付き平均を求め、この値が最大となる回転角をその観測

点の設置方位としていた。しかし、回転角に対する相互相関係数の変化は明瞭ではなく、

推定結果がデータの品質に強く依存する傾向が見られた。今年度は、回転角 φ ごとの相互

相関係数の重み付き平均 C (φ)とその標準偏差 σ(φ)を用いることとした。相互相関係数が最

大値 Cmaxを示す方位角 φ0について最大値から標準偏差 σ (φ0)を引いた値を超える相互相関

係数を示す回転角 φ に対し、相互相関係数 C (φ)を重み w(φ)として用いたことにより得ら

れる平均値 θ および標準偏差 σθを求めた。 
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このようにして得られた角度の平均値 θ を地震計設置方位の推定値、標準偏差 σθを推定誤

差とした。 
2010年末までに整備された MeSO-net観測点のうち、十分な S/Nの記録が得られた 178

観測点を対象に地中地震計 N 成分の設置方位を推定した結果を図 18 および表 2 に示す。
本解析により、新たに 10 観測点の情報が追加された。MeSO-net 観測点の地中地震計 N
成分は、磁北（およそ N-7°E）を向くように設置されている(笠原他, 2009)33)が、本解析

により求められる設置方位は、真北方向からの差異である点に注意が必要である。 
設置方位を推定することが出来た観測点の約 6 割にあたる 105 観測点で、地中地震計の

N 成分は、磁北±5°、すなわち N-12°E から N-2°E の範囲に設置されており、154 観測点
（87%）が磁北±10°の範囲に含まれることを確認した。設置方位と磁北との差が 20°を超
える観測点が 6 箇所（3%）あったが、そのうち 90°以上の差が存在する観測点は、既報(汐
見他, 2009)30)の 3 観測点（E.SKMM、E.MKJM、E.YTBM）のみであった。本解析で推定
した設置方位（表 2）と既報の設置方位(汐見他, 2009)30)の差分の頻度分布を図 19 に示す。
これまでの解析で十分な観測記録が得られなかった観測点や解析結果が安定しなかった点

（例えば、E.SDMM や E.SNJM など）において 5°以上の推定値の変化が見られたが、8
割以上の観測点で推定値の差分は推定誤差レベルの 2°以内となっており、安定した設置方
位推定が実施できていると考えられる。 
 

 (c) 結論ならびに今後の課題 
東京大学地震研究所に集約される中感度稠密地震観測データを防災科学技術研究所地

震研究部地震観測データセンターに転送し、基盤的地震観測網データと統合的に処理を行

い、本プロジェクトの研究基盤となるデータベースの維持及び保管を引き続き行った。 
また、相似地震活動や群発地震活動の高精度相対震源決定処理により関東地方西部の地

震クラスターの特徴を解析するとともに、関東地域における広域三次元地震波速度構造ト

モグラフィー解析を進め、相似地震発生域が高速度異常域に対応すること、高速度異常域

周辺の地質学的な事象と比較することでテクトニックな解釈を行い、減衰構造トモグラフ
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ィーの高度化にむけた手法開発、MeSO-net および既存の基盤観測網との統合処理により、
房総半島下の地震による変換波を元に変換面の形状推定を行い、プレート境界性状解明に

向けた解析を進めた。さらに、これまで開発した手法に基づき、中感度地震計設置方位推

定値の検証を行った。 
今後は、相似地震活動や群発地震活動の高精度相対震源決定処理により地震クラスター

の特徴を解析するとともに、3 次元地震波速度・減衰構造に基づき、後続波解析等を行う
ことで、プレート境界面性状、浅部地震基盤構造を明らかにし、首都直下のプレートモデ

ルの構築が課題として挙げられる。 
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